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年少者の除染等業務への就業禁止の徹底について 

 

昨今、就業が禁止されている「東日本大震災により生じた放射性物質により汚染され

た土壌等を除染するための業務等に係る電離放射線障害防止規則」第２条第７項に規定

する除染等業務（以下「除染等業務」という。）に年少者を従事させていたとして、警察

機関が労働基準法違反の疑いで関係者を逮捕する等の問題事案が発生している。 

このため、厚生労働省労働基準局長から、年少者の除染等業務への就業禁止の徹底と

再発防止について、別添のとおり依頼があったところである。 

除染事業を進めるに当たっては、関係法令の内容を発注機関、元請事業場、全ての受

託者及び除染事業に従事する労働者等に十分御理解いただくとともに、こうした違反が

生じることのないよう対策を行っていただくことが極めて重要であると考えている。 

ついては、貴管下の市町村並びに貴県の除染事業に従事する除染事業者に対し、下記

について指導、周知するようお願いする。また、本件について、元請の除染事業者だけ

でなく、下請の除染事業者にも周知徹底されるよう配慮されたい。 

 

記 

 

１ 除染等業務については、満 18歳未満の年少者を就かせてはならないこと。 

 

２ 元請業者に対し、①雇入れ時の公的証明原本の確認等による入口でのチェック、②

登録者以外の作業員の潜り混みやなりすましを防止するための措置、③元請業者か

ら労働者に対する周知徹底により、同種事案の発生防止対策の徹底を指導すること。 

 

（別添）「年少者の除染等業務への就業禁止の徹底について」（平成 27年３月 30日付け

基発 0330第７号）の写し 
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